
 

 

 

彦根市障害者活躍推進計画 

(令和２年４月策定) 

 

令和４年４月 
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彦根市病院事業管理者 

彦根市消防長 

彦根市議会議長 

彦根市農業委員会 

彦根市代表監査委員 

 



１．課題 

• 彦根市における障害者雇用率は、令和３年６月１日時点において市長事

務部局(行政委員会を含む。)では３．１９％と法定雇用率（２．６％）を

上回っているが、病院および教育委員会を含めた本市全体での障害者雇

用率は２．１９％（令和２年６月１日時点は１．８７％）となり、やや改

善したものの、法定雇用率を下回っている状況である。 

※法定雇用率から消防は除外されています。 

• このことから、障害者雇用を促進していかなければならない公的機関と

しての立場からすると、更なる雇用促進を行っていく必要がある。 

• なお、障害者雇用を促進するにあたっては、職員個々の障害特性に応じ

た職場環境の整備や働き方の見直しが必要であり、より障害者に配慮し

た取組が求められる。 

• これらの課題を解決するための取組を検討・実施することに伴い、実施

状況を把握・点検する体制を構築し、ＰＤＣＡサイクルの確立を講じる

必要がある。 

 

２．目標 

①採用に関する目標 →令和３年度未達成 

実雇用率２．７０％（令和４年６月１日時点）  

（参考：令和３年６月１日時点 ２．１９％） 

※彦根市は、令和２年度より他の任命権者の機関と合算し、彦根市全体で実雇用率を算定

しています。よって、目標数値は彦根市全体の実雇用率になります。 

②職場満足度に関する目標 →令和３年度概ね達成 



 職場満足度において前年度対比で上昇 

③働き方に関する目標 →令和３年度概ね達成 

 多様な働き方の創出 

 

３．計画期間 

令和２年４月１日から令和５年３月３１日まで（３年間） 

 

４．周知および公表 

〇周知 

 職員には、庁内情報共有ツールを使用し、計画の内容について周知する。 

〇公表 

 ホームページでの掲載により計画の内容および実施状況（各年度の４，５月

頃）を公表する。 

 

５．採用に関する取組 

・一部の機関を除いて、主に採用は市長部局で一括して行っているため、彦根

市全体の実雇用率を市長部局の採用に関する目標数値とする。なお、目標達成

のために、会計年度任用職員の障害者採用を更に進める予定である。 

・採用試験の受験資格を身体障害者、知的障害者および精神障害者とし、受験

の際に必要な配慮事項を具体的に聴取することで、それぞれの障害の特性に配

慮した試験を実施する。 

・募集に際して、特定の障害を排除したり、自力での通勤や業務遂行を必須と

する等、一定の障害者に不利となるような条件は設定せず、公正かつ適正な試



験実施を行う。 

【令和３年度における主な取組実績】 

・「初級障害者対象一般事務」の職種で、正規職員の採用試験を実施した（令

和４年４月１日から新たに１名を採用予定）。その他、障害のある方を会計年

度任用職員として、３名を採用した。 

 

６．職場満足度に関する取組 

・年に１回、障害のある職員を対象にアンケート調査を実施し、現状の職場に

対する満足度を把握する。 

・また、その中で、改善要望や改善要望に対する進捗状況等を具体的に聴取

し、適宜、実施状況を把握できるようにする。 

・ＰＤＣＡサイクルを確立するためのツールとしても活用し、アンケートの結

果や要望をもとに、実施状況の分析や計画の見直しを行っていく。 

【令和３年度における主な取組実績】 

・令和３年１２月に、障害のある職員を対象にアンケート調査を実施し、職場

に対する現在の満足度を把握した（調査結果は別添のとおり）。 

→ 全体評価について、“満足”と“やや満足”を合計した数が、令和２年度

の７６％から令和３年度の７５％と、割合が下がりはしたもののほぼ横ばいの

結果であり、概ね達成できているが、個別の意見で「障害特性に応じた業務上

の配慮などが十分に取れていない」というものがあったため、該当の職員と所

属もしくは人事課とで、業務上の配慮事項について改めて確認するための面談

等を実施するなどの取組を行い、職場環境改善を進めていく。 



 

７．働き方に関する取組 

・テレワークや時差出勤などを導入し、働き方における選択肢の幅を広げるこ

とで、障害のある職員自身が個々の障害の特性や能力に合わせたワークスタイ

ルを選択できる仕組みづくりを行う。 

・できるだけ本人の希望を踏まえた形で、働き方や担当業務におけるミスマッ

チを解消し、一人ひとりが働きやすく、また活躍できる労働環境を実現する。 

・年１回、所属長とのフォローアップ面談も実施し、所属内での連携も図る。 

【令和３年度における主な取組実績】 

・昨年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症の感染防止にも関連する取組

として、時差出勤勤務制度および在宅勤務制度の利用を促し、各職員の働き方

の選択肢を増やすことができた。 

 

８．組織、人材 

・各任命権者の部局の部長級または次長級の職員を障害者雇用推進者、また人

事担当課の課長級または課長補佐級の職員を障害者職業生活相談員とし、組織

面での責任体制を明確化する。 

・障害者職業生活相談員や、その他適当と思われる職員（障害のある職員を部

下にもつ管理職の職員、所属で担当業務を直接指導する職員等）については、

滋賀労働局が開催する講習に参加し、知識・ノウハウの習熟を図る。 

・障害のある職員と障害者雇用推進者、障害者職業生活相談員、所属で情報を

共有し、サポート体制を確立させる。 



 

９．その他 

・本人の希望や必要に応じて、外部機関（就労支援機関、生活支援機関等）と

も連携を図り、サポート体制の充実を図る。 

・障害のある職員が研修や講習に参加する際、本人の希望や必要に応じて、手

話通訳者の手配や各支援機関の補助者等の同席を認める等、本人のスキルアッ

プに必要な配慮を適宜行っていく。また、所属で実施される説明会などにおい

ても、本人の希望や必要に応じて、同様の配慮を講じていく。 

・新規採用職員においては、採用前に本人の希望や必要に応じて、人事課との

面談を実施し、勤務するにあたっての配慮事項を十分に聴取したうえで、配属

先や担当業務の選定（マッチング）を行う。また、その選定後できるだけ早い

段階で、該当の新規採用職員と人事課、配属先の三者での話し合いの場を設け

るなど、障害のある職員が、職場環境に円滑に適応できるよう配慮する。 

・国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律に基

づく障害者就労施設等への発注等を通じて、障害者の活躍の場の拡大を推進す

る(福祉保健部障害福祉課と連携して取り組む。)。 

・現行の障害者活躍推進計画の計画期間が今年度末までとなっていることか

ら、取組の実施状況を踏まえた必要な対策について、次期計画の策定作業の中

で検討することとする。 

【令和３年度における主な取組実績】 

・令和３年度新規採用職員について、採用前に面談を行い、仕事をするに当た

っての配慮事項などを確認した上で、配属先を選定した。 

また、職員本人の希望や必要に応じて、所属内および外部機関（就労支援機



関等）を交えた定期的な面談を行うなどの支援を行った。 

 

１０．スケジュール（令和４年度予定） 

４～５月 障害者活躍推進計画および実施状況の公表 

６月   障害者雇用率算定 

１２月  アンケート調査 

１月   アンケート調査の分析、計画の見直し 

２～３月 フォローアップ面談 

上記スケジュールにてＰＤＣＡサイクルを回す計画とし、密な情報共有と継続

的にサポートできる体制を確立する。 


